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日本退職教職員協議会 

会長 西澤 清 

文科省「義務教育諸学校教科用図書検定基準及び高等
学校教科用図書検定基準の改正案」に対する、パブリ

ック・コメントについて 

 

今年も本日限りになりました。２０１３年は良くも（よいことはなかったと思いますが）悪くも安倍

政権の狙いが明確になり、民主主義や平和が脅かされた年でした。各単会の取り組みに刑を表

します。 

文科省は 12 月 25 日、「義務教育諸学校教科用図書検定基準及び高等学校教科用図書検定

基準の改正案」を発表し、パブリック・コメントの募集を開始しました。このパブリック・コメントを経

て１月中に告示をし、来年度の中学校用教科書の検定から適用するとしています。 

 11 月 15 日に「教科書改革実行プラン」が公表されたことを受け、文科省「教科用図書検定調査

審議会」は教科書検定制度について審議を行ってきました。12月20日、2回目の審議で「教科書

検定の改善について（審議のまとめ）」と「義務教育諸学校教科用図書検定基準及び高等学校教

科用図書検定基準の改正案」が事務局から示されました。委員からはその内容について「国定

教科書につながる危惧がある」との疑義が出るなど、「審議のまとめ」や「検定基準の改正案」に

ついては、十分な検討と議論がなされていません。 

 日教組は、これまで公正・公平な教科書検定基準を求めて文科省協議を行ってきました。今回

の「検定基準の一部改正案」は、バランスがとれた教科書をめざすとしながらも、近現代の歴史

的な事象の記述について、国が介入することが危惧され、とうてい容認できるものではありませ

ん。 

 日教組は標記パブリックコメントに積極的にとりくむとし、各県・高教組にとりくみを要請しました。

日退教もできる範囲で取り組みます。年始で、また短期間の募集となっています。会員への周知

など困難かと思いますが、が特段のとりくみを要請します。 

1. 各単会で会員個人のとりくみとする。 

  

2. とりくみ方法  

1. 提出方法：郵送・ＦＡＸ・電子メール  

2. 提出期限：2014 年１月 14 日必着  



3. 提出先  

 住所：〒100-8959 東京都千代田区霞ヶ関３－２－２ 

文部科学省初等中等教育局 教科書課 宛  

 ＦＡＸ番号：０３－６７３４－３７３９  

 電子メールアドレス：pckentei @mext.go.jp 

※件名は【検定基準改正案への意見】としてください。 

コンピューターウィルス対策のため、添付ファイルは開くことができません。

必ずメール本文に意見を記入してください。  

4. 意見提出様式 

「検定基準改正案への意見」 

・名前 ・性別、年齢 ・職業 ・住所 ・電話番号 ・意見 

※１枚１意見、１メール１意見で提出してください。  

3. 電子メールでのパブリックコメント提出の方法 

文部科学省トップページの「申請・手続き」の「パブリックコメント」→「意見募集案内」→「義

務教育諸学校及び高等学校教科用図書検定基準の一部を改正する告示案に関する意

見募集について」→意見提出フォーム 

 

" target="_blank"http://search.e-gov.go.jp/servlet/Public? 

CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=185000672&Mode=0  

4. 意見反映の視点―日教組のスタンス― 

○さまざまな立場からの意見をもとに慎重な議論が必要であり、拙速な「改正」はすべき

ではない。 

 

○近現代の歴史については、加害と被害両面からの視点が必要であり、政府見解のみを

記述すれば歴史や領土問題について偏った見解を押し付けるものとなる恐れがある。バ

ランスよく記述すると言う観点で言えば、専門的見地や他国の見解なども同時に載せるよ

うにすることを併せて示すべきである。 

 

○「判例や政府見解がある場合にはそれに基づいた記述がされていること」は、判例や政

府見解以外のものを排除することにつながり問題である。また、そのときの政府の考えに

よって教科書の記述が限定されることになりかねない。政府見解に特化せず、様々な見

解をバランスよく載せるとの表現にすべきである。 

 

○「特定の事項を強調し過ぎる」「通説的な見解がない数字」は客観的に判断することが

難しいうえ「政府見解に基づいた記述がされていること」となれば、教科書会社が政府の

意図に添った記述にせざるを得なくなり、自主規制につながる。編集者の表現の自由を

尊重するべきである。 

 

 ５．資料 次ページ以降 
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